













キーワード : 所得税法 56 条、家族間パートナーシップ契約、「生計を一にする」、
























カ連邦税法第 5 版』（中央経済社、2013）444-446 頁）。
〈論文〉
― 40 ―




























巻 12 号、9 頁）。







６ 　神川和久「シャウプ勧告の再考」『税大ジャーナル』9 号、94 頁。
― 41 ―




























８ 　田中　治「親族が事業から受ける対価」『税務事例研究』第 77 巻参照。
９ 　拙稿「所得税法 56 条の新解釈―2 要件独立説の見地から―」熊本学園大学会計専門職紀要第 2 号
111-131 頁参照。
10 　家計における支配従属関係は、名古屋地裁平成 4 年 5 月 8 日判決（名古屋地裁平成 4 年 5 月 8 日判
決（昭和 62 年（わ）第 560 号）LEX / DB【文献番号】28045083）がいうように、居住者を代表する生
計主宰者の支配が前提とされていたと考えられ、また、当判決およびその控訴審（名古屋高裁平成 5
年 10 月 25 日判決（平成 4 年（う）第 145 号）LEX / DB【文献番号】28045082）、上告審（最高裁平成
9 年 4 月 23 日決定（平成 5 年（あ）第 994 号）LEX / DB【文献番号】28045081）は一貫して、「家計
は生計主宰者一人に支配されていることを前提」とする。
― 42 ―


























11 　拙稿「人的控除の機能－課税単位との係わりを中心として－」『熊本学園商学論集』第 18 巻第 2 号、
101 頁以下参照。



































16 　山田二郎「判例時報 1297 号」『判例評論』361 号、186 頁。
17 　山田二郎、同上。
18 　木村弘之亮、「夫婦財産法上の合意と人的帰属」『法学研究』第 64 巻第 12 号、82 頁。
19 　佐藤良雄「資料・夫婦財産契約とその登記」『成城法学』第 8 号、117、202、204 頁参照。
― 44 ―




























20 　夫婦財産契約の場合の所得税法の解釈の問題を指摘する文献として、金子　宏『租税法（第 20 版）』
（有斐閣、2015）188-190 頁がある。
21 　碓井光明「家族法の展開と租税法」『横浜経営研究』第 5 巻第 1 号、86-87 頁。
22 　同上、87 頁。
23 　同上、87 頁。
24 　木村弘之亮、前掲注 15、15 頁。
― 45 ―
所得税法 56 条が家族間パートナーシップに及ぼす影響 （宮崎）
はこれを配偶者控除の対象となる控除対象配偶者の前提としての「配偶者」概念から除外し






























概念の意義－」『税務弘報』57 巻 6 号 160 頁以下参照。
27 　酒井克彦「所得税法上の『配偶者の意義』（上）－内縁関係の保護理論・諸外国法制との付き合い方
―」『税軽通信』63 巻 4 号 65-68 頁参照。
― 46 ―




























28 　谷口彩子ほか「配偶者控除の現状と課題」『熊本大学教育学部紀要』人文科学 47 号、70 頁参照。
29 　中里　実「家庭と租税制度（家族の変貌と家族法の課題－自立する個人と家族の連帯 < 特集 > －家
族法の遠景）」『ジュリスト』1059 号、36 頁。
30 　最高裁昭和 49 年 7 月 19 日判決（昭和 44 年（オ）第 594 号）、LEX / DB【文献番号】27000426。
― 47 ―

















































　現行所得税法における所得税法 56 条と同じ趣旨の規定である、旧所得税法 11 条の 2 第 3
項が、憲法 27 条（勤労の義務）、25 条（生存権）および 14 条（平等権）に違反するとして
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たとえ「パートナーシップ」内であろうとも、独立当事者間ではありえない取引であれば、
腕の届く範囲とされて、所得税法 56 条の適用範囲となる 60。これは、やはり所得税法 56 条が、
現行の解釈である伝統的な生計要件のみによる解釈論ではもはや家内事業の実態に適用でき
ていないことの証左であり、なおかつ、立法論を用いずとも、「arm's length rule」を用いた、
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所得税法 56 条が家族間パートナーシップに及ぼす影響 （宮崎）




  A study of In this paper that  Japanese income tax law Article 56 may perform to strengthen a rule 
dependency of the family budget expressed by words “ to make living one” in this article and examine 
it whether interfamily combination may be strengthened more by the taxation system.
  If the business between the people concerned “is arm's-length price if I use ”arm's-length rule“ even 
if I satisfy a rule subordination matter of the family budget ,” it becomes easy to measure coverage 
of Japanese income tax law Article 56 by using the business principle between the independence 
people concerned because it is as a problem of the rule dependency of running it with “arm's-length 
transaction”.
  It conclude that a family each member does not need to be bound together as partnership between 
families in a tax avoidance purpose by contract expressly.
